
防災と危機管理

～自衛隊と
地方自治体の

経験から～

２０１９年２月１３日

田邉 揮司良
元北部方面総監・前東京都危機管理監

北海道災害対応フェア －自産自消ー



このような地震が札幌に発生したら、
あなたはどうしますか？
今のうちに何を備えますか？



本日の内容

１．災害の類型と法制・計画

２．プロは“兵站”を語る

３．東ティモールＰＫＯでの災害対応

４．命を守る避難を考える



大規模な事故

（原発事故、爆発、脱線、
衝突、墜落、座礁）

新興・再興感染症

緊急対処事態災害

（大規模テロ等）

、

武力攻撃災害

（着上陸、ゲリラ・特殊部隊、
弾道ミサイル、航空機攻撃）

（ＳＡＲＳ、Ｏ-157）

鳥インフルエンザ

新型インフルエンザ

災害類型と関連法制・都計画の相関図

国民保護法

国民保護計画

従来からの災害

新型インフルエンザ特措法

新型インフルエンザ等
対策行動計画等

新たな災害

自然災害人為災害

地 震

風水害

津 波

火山噴火

感染症（エボラ、コレラ・赤痢・天然痘）

地域防災計画

災害対策基本法

ＮＢＣ災害

（炭そ菌、天
然痘、サリン、
放射性物質

・・・等）



想定される大規模地震

【首都直下のプレート概要】
フィリピン海
プレート

太平洋プレート

北米
プレート

①：北米プレート内の強い地震
②：フィリピン海プレートと北米プレートとの境界の地震
③：フィリピン海プレート内の地震
④：フィリピン海プレートと太平洋プレートとの境界の地震
⑤：太平洋プレート内の地震
⑥：フィリピン海プレート及び北米プレートと太平洋プレートの境界の地震



避難指示 応急措置 主な責務・権限

国 〇 〇 ‐ 〇
・災害応急対策の実施
・地方公共団体の長への指示

都道府県 〇 〇 △（※） 〇

・災害に関する情報の収集及び伝達等
・国等に対する応急措置の実施の要請
・市町村に対する応急措置の実施について必要な指示
・他の都道府県や市町村等への応援要求・指示
・自衛隊に対する派遣要請

市町村 〇 〇 〇 〇

・災害に関する情報の収集及び伝達等
・都道府県や他の市町村等への応援要求
・都道府県に対する自衛隊派遣の要請の要求等

・避難のための立ち退きの勧告、指示
・警戒区域の設定による立入の制限・禁止・退去命令
・市町村区域内の土地、建物等の一時使用・収用
・応急措置の実施の支障となる工作物等の除去
・住民等に対する応急措置業務への従事命令

　　　　　　　  　（※）都道府県知事は、市町村がその全部又は大部分の事務を行うことが出来なくなったときは、
　　　　　　　　　　　  当該市町村長に代わって実施しなければならない。

災害対策
本部設置

防災
計画

災害応急対策等

相

互
連

携

我が国の防災対策 －災害対策基本法と自治体ー

・1959年伊勢湾台風を契機に制定
・国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、
もって、社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする
・災害対策全体を体系化、防災に関する責任の明確化
・総合的防災行政の整備、計画的防災行政の整備
（中央防災会議、防災基本計画、地方防災会議、防災計画等）

【災害対策基本法】

【災害対策基本法における国と自治体の役割】

都においては、東京都
地域防災計画を策定

市町村に、広範
な責務と権限が
与えられており、
市町村長は、災
害対応の第一次
的責任を負う



官邸・緊急参集

中央防災会議

防衛基本計画
地域防災計画防衛省防災計画

事態別の計画

事態別の計画

政府緊急災害
対策本部

自治体
災害対策本部

防衛省災害対策本部

自衛隊統合幕僚監部

総隊・方面隊

統合運用部隊

隊区担当部隊など

各省庁災害対策本部 各局・部災害対策
本部

指定公共機関 地域指定公共機関

政府現地
災害作本部

自衛隊 地方自治体

警察 消防
地方実務組織

中央政府

国・地方自治体・自衛隊の大規模地震への備えと対応

警報
発令

部隊の対応計画
原子力防災

３大地震

地域防災会議

https://www.google.co.jp/imgres?imgurl=https://www.nict.go.jp/info/topics/2017/02/img/170208-1-2.jpg&imgrefurl=https://www.nict.go.jp/info/topics/2017/02/170208-1.html&docid=zLSOVJ_d3p8CoM&tbnid=vkVJ7Gn0uBonRM:&vet=1&w=500&h=333&safe=active&bih=580&biw=1366&ved=0ahUKEwjvt6aU_e_YAhWCipQKHZvjDdoQxiAIGigF&iact=c&ictx=1


１９２３年
関東大震災の教訓

１９９５年
阪神・淡路大震災の教訓

２０１１年
東日本大震災の教訓

帰宅困難者対策

自助・共助
（都民・地域・企業の理解と協力）

木造住宅密集地域
の不燃化

２０２０年 オリンピック・パラリンピック

実効性確保・スピード感をもって推進
「セーフシティ東京防災プラン」

東京都地域防災計画

沿道建物耐震化 家具転倒防止
都民、地域、

企業の防災対策

日本の人口の１割が集中
１，３００万人

遠距離通勤者
・通学者

鉄道・地下鉄・高速道路
など交通網が密集

東京の特性

木造住宅密集地域
地盤の弱い地域

日本の
政治・経済
中枢

高層ビル街
大規模地下街

出典：消防科学総合ｾﾝﾀｰ

『セーフシティ東京防災プラン』



タ
イ
ム
ラ
イ
ン

公

助

自
助
・
共
助

建物耐震化、
更新等

家具転倒防止

出火・延焼
の抑制 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ

Ｗｉ－Fiﾞ

ラジオ
伝言ﾀﾞｲﾔﾙ
安否確認

一時滞在
施設の確保

帰宅困難者に
よる混乱防止

民間一時滞在
施設の協力

３日分＋α備蓄

避難所の
開設・運営

民間と連携した
物資補給

避難所運営訓練

災害時ﾘｰﾀﾞｰの
人材育成

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ育成

迅速な復旧
による早期
生活再建

ｲﾝﾌﾗ早期回復

り災証明発行
ｼｽﾃﾑ

がれき処理

災害時ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

専門家を交えた
地域復興体制検討

各種情報の
的確な発信

災害情報ｼｽﾃﾑ
防災ﾎｰﾑﾍﾟｰｼ

公立学校
耐震化

管理運営ﾏﾆｭｱﾙ

消火訓練参加

帰宅支援ｽﾃｰｼｮﾝ
の充実

外国人への
情報提供

帰宅経路の確認

備蓄品の確保

救出救助活動の展開

給水体制の整備

緊急輸送ルートの確保

ハード準備 ソフト準備 情報・応急対策 復旧・復興

災害対応能力向上

医療機能強化

市街地の
不燃化

重要公共建築物
耐震化１００％

都民・企業の
備蓄３日分

防災ブック『東京防災』

避難経路等の確認

住民による救
出活動の準備

安全安心な避難準備

避難路ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化

避難支援プラン

地域の防災マップ

防災教育

消防団活動へ
の参加

都民の備蓄推進PJ

初期消火力
強化支援

消火器の点検

『２０２０年』に向けてあらかじめ備えるべき取組 （一例）

無電柱化

発災



応援部隊進入経路及び部隊規模

警察

警視庁＋応援部隊

約５０，０００人

消防

東京消防庁
＋

応援部隊
約２６，０００人

自衛隊
最大１１０，０００人

(首都圏全体)

総力をあげた活動を展開するため、できるだけ早期に、応援部隊の受入
れ体制を整える。

応援部隊進出経路及び規模

10

人命救助救出活動



被害状況等により拠点構築
の優先順位を決定

現地機動班による受入体制

発災後直ちに「情報活動」
と「救出救助拠点構築」を
同時に開始

“先手指揮”

期待される機能

・ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ基地
・指揮所
・宿営地
・車両基地
・野外病院
・都民への情報所
・船舶活動基地(川沿い)
・物資輸送・供給
・ご遺体仮安置

凡 例
大規模救出救助
活動拠点

長野・山梨方面

大阪・兵庫方面

被害状況により拠点構築の
優先順位を決定

山
形
・宮
城
・福
島
方
面

救助救出活動の全体像（イメージ）



警察・消防・自衛隊・都・区の相互関係

指揮:Command ではなく

調整:Coordination

協力:Cooperation

協働:Collaboration

様々な力を結集して対処しなければならない

地方自治体と自衛隊の相互関係

https://www.microsoft.com/ja-jp/CMSImages/ca_02_34.jpg?version=ff139ad5-5671-878f-034f-3cc2f1e06693
https://www.microsoft.com/ja-jp/CMSImages/ca_02_28.jpg?version=4c242d18-39ea-0272-1b16-bfafc0599af6
https://www.microsoft.com/ja-jp/CMSImages/ca_02_32.jpg?version=09db7ba4-d96b-267b-4d71-9ba7c798cf4d


13

１２２
警
察 消

防
１

自衛隊の活動地域（境界）

：土砂流出エリア

＜凡例＞

協議の結果、作業境界（責任区域）を設定して活動

自
衛
隊

自
衛
隊

参 考



本日の内容

１．災害の類型と法制・計画

２．プロは“兵站”を語る

３．東ティモールＰＫＯでの災害対応

４．命を守る避難を考える

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwj_6uXP1ePYAhXGi7wKHVDyAHsQjRwIBw&url=https://matome.naver.jp/odai/2138363736377552901&psig=AOvVaw3UAGdy0KNsdlScAR9qbhJL&ust=1516438935169996


東日本大震災時のロジスティック（兵站）組織

岩手ＦＳＡ（北海道担任）

郡山ＦＳＡ（関東担任）

東北ＭＡ（東北担任）遠野

福島

石巻

××

×
×

××××

×
×

××
××

×

×

９師団
２師団（北）、４施団（中）

６師団、２施団
４師団（西）、５旅団（北）

１４旅団(中)､施設隊(北・東)

１０師団(中)、１２旅団(東)
１３旅団(中)、５施設団(西)

（福島原発対応含む）

４師団

２師団

６師団
１０師団

１２旅団

５旅団

１３旅団

１３旅団

１４旅団

９師団

：エリア支援基地

：部隊支援基地

花巻空港

エリア支援

東北地域を３つの支援地域に分け
北部を北海道、南を関東で担任

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjg6tfG_IPZAhXFVbwKHW7JBKgQjRx6BAgAEAY&url=https://matome.naver.jp/odai/2135338362155680601&psig=AOvVaw24NjLxFgRChdjUkkHkIsXN&ust=1517548928151840


連携

県集積所（仕分け）

市町村集積所（仕分け）

避 難 所陸 幕
（統 幕）

ＪＴＦ司令部民生支援セル

方面隊（陸自）

前方兵站基地（陸自） 支援地域

全国自治体・方面隊

被災者ニーズニーズに基づいた
配分・輸送指示

救援物資の
配分・輸送

救援物資の
配分・輸送

相互調整

情報（ニーズ）の流れ

物資の流れ

被災者ニーズの把握

物資の交付

避難所の個別訪問
による情報収集

災派部隊による
ニーズの把握

全国自治体
で物資受付

民間からの支援物資

自衛隊等で
物資輸送

東日本大震災時の民生物資支援スキーム

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjP-YvA1ePYAhXFvbwKHRcfB8YQjRwIBw&url=https://commons.wikimedia.org/wiki/File:23.3.20_%E6%9D%B1%E5%8C%97%E6%96%B9%E8%88%AA%E7%A9%BA%E9%9A%8A%EF%BC%9A%E7%89%A9%E8%B3%87%E7%A9%BA%E8%BC%B8_%E6%9D%B1%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%A4%A7%E9%9C%87%E7%81%BD%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E7%81%BD%E5%AE%B3%E6%B4%BE%E9%81%A3%E6%B4%BB%E5%8B%95_26.jpg&psig=AOvVaw3UAGdy0KNsdlScAR9qbhJL&ust=1516438935169996
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiQj5H61ePYAhUIa7wKHZIjBeAQjRwIBw&url=http://www.asahi.com/special/10005/TKY201103230114.html&psig=AOvVaw3UAGdy0KNsdlScAR9qbhJL&ust=1516438935169996


指示要請

広域輸送
基地
(トラック
ターミナル４
箇所、立川防
災センター及
び民間倉庫２
箇所）

他府県等から
の支援物資

物販事業者等
からの調達物
資

地域内
輸送拠点
(区市町村
庁舎、体育
館等）８１
箇所

都備蓄倉庫
(内地：1８施設)

避難所等

区市町村
災害対策本部

要請

輸送

輸送 輸送輸送

輸送

国･他道府県

民間事業者

都が設置 区市町村設置

輸送

東京都災害対策本部
（物資調整チーム：都総務、福祉保健局、生活文化局、産業労働局、

中央卸売市場、関係団体、事業者等で構成）

物資の受入、一時保管、
地域内輸送拠点配送等の
ための仕分けを実施、こ
の際、民間事業者等のノ
ウハウを活用

区市町村の地域における
緊急物資等の受入、配分、
被災地への輸送等の拠点相互応援協定自治体及

び協定締結した民間事
業者等に要請

基幹的
広域防災
拠点

国が設置

緊急災害対策（現地）本
部(有明の丘地区）設置
とあわせて他府県等から
の支援物資を集積、仕分
け、配送を実施

東京都における備蓄物資の基本的な流れ

要請指示
物資の流れ

凡例



仕分け 避難所への輸送物資調達

他県からの支援のほか、全国
規模の物販事業者が実施

都トラック協会や佐川、ヤマト
等の専門事業者が実施

都トラック協会、赤帽等の輸
送事業者が実施

民間の力を活用

物資調整

福祉保健局

総務局

生活文化局等

物販事業者

石油業者

物流事業者

区市町村
調整

総務局

区市町村 区市町村LO

ニ
ー
ズ
把
握

発
注
・要
請

連携

人命救助での輸送力を
物資輸送でも活用

民間力を活用した避難所支援

http://www.aeon.info/index.html


避難者数 主な物的ニーズ

42,923

燃料、食糧、水、医薬品、
衣類、仮設トイレ、日用品、
発泡容器、衛生用品、消火
器、スコップ、一輪車

80,105

燃料、食糧、水
医薬品、衣類、毛布、乳児
用品、仮設トイレ、日用品、
懐中電灯、乾電池、発電機、
ローソク、割り箸、紙皿、
ゴミ袋、長靴、ゴム手袋、
ラジオ、洗濯機、物干し竿

30,630
燃料、食糧、水、医薬品、
毛布、乳児用品

県 避難者数 主な物的ニーズ

岩手 48,413

燃料､食糧､水等
（共 通）宮城 216,981

福島 121,503

３月１８日 ３月２８日

東日本大震災の際の現地ニーズ変化



○ 物流・備蓄対策の推進 ～民間企業との共働～

＜現 状＞ 東日本大震災の被災地での状況から浮かび上がった課題

・需要を後追いする形では、発災時には不足する ⇒ 推進補給

・行政職員による荷捌きは非効率 ⇒ 自衛隊、業者

・多様な被災者ニーズの的確な対応が困難 ⇒ 御用聞き、先行予測

＜主な対策＞ 「物流・備蓄対策プロジェクト」の推進

・広域輸送拠点の運営、物資の保管場所確保、安定的な物資調達等

に向けて、関係事業者の協力を得て、広域的な連携等による物資

の安定調達や事業継続に向けた準備、物流情報の提供など、

物流・備蓄対策全般にわたり検討 ⇒ 業者も全力展開には時間が必要

大規模災害時の兵站について

忘れている視点
◎ 同じものを人数分揃うまでという平常時の業務 ⇒ 素早く、似た物でも、あるだけ
◎ 行政組織も被災している ⇒ 自助・共助
◎ 被災地のスペースと仕分け人員も被災している ⇒ 被災地の直外地から支援



本日の内容

１．災害の類型と法制・計画

２．プロは“兵站”を語る

３．東ティモールＰＫＯでの災害対応

４．命を守る避難を考える
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1

2

4

67

8

東ティモールＰＫＯ活動期間中における災害

1

作物被害

被害を受けた村
6月19日報告分

7

死亡

被害を受けた村
6月20日報告分

６月２３日現在

洪水による道路洗掘洪水によるルガサ橋の崩壊

徒渡場
橋梁取付部崩壊

洪水によるナタボラ橋地域の被害

洪水による河川氾濫

雨量
１００ﾐﾘ
×５日

約２．５倍

2013年6月の洪水対応
マリアナ２中隊は北部から対応
スアイ４中隊一部の転用（スアイ）
ディア１中隊一部の転用（ビケケ）

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjTn8HZlqjdAhVGULwKHagKCKkQjRx6BAgBEAU&url=http://www.clearing.mod.go.jp/hakusho_data/2005/2005/html/17414300.html&psig=AOvVaw1zLBb8vmAtCgg2aOtVp8wE&ust=1536384967241363
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凡 例

国道

地方道

徒歩道

道 路

１ 現状
土砂崩壊による途絶地点
河川の洗掘による途絶地点

２ 雨季に途絶が予想される地点
土砂崩壊による予想途絶地点
河川の洗掘による予想途絶地点

橋 梁

途絶地点
渡渉場はあるが、雨による増水時は途絶が予想される地点

水害による東ティモール道路途絶状況

２

４

・・・

１

・・・



UNMISETにおける
① 道路・橋等の維持補修等の後方支援分野の業務
② 地図の保管及び物資等の輸送・補給
③ 軍事部門及び文民部門間の施設及び通信等の後方支援業務

我が国の国際貢献方針を受け
東ティモールの独立と国づくりに向けた
東ティモールの人々と国連を中心とした
国際社会の努力に対する積極的な貢献

子供に夢を
大人に技術を

東ティモールＰＫＯにおける災害復旧

施工管理者への教育

機械操作者への教育

機械整備者への教育

ルガサ橋の架け替え工事
（自衛隊＋現地人雇用ＰＪ）

ナタボラ橋の徒渡場復旧工事
（現地政府＋譲与器材）

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiTo4_lmKjdAhWCybwKHZqACJsQjRx6BAgBEAU&url=http://www.pko.go.jp/pko_j/info/messages/relay_6.html&psig=AOvVaw0fW6LN8_3n7QpKHvflQaiC&ust=1536385652103104
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＜防災公園＞
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避難所、避難場所のピクトグラムは、JIS Z8210より引用

地震発生後の避難の考え方（在宅編）
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一時滞在施設等
（公共施設、
民間事業所）

勤務先・学校等

帰宅（近傍者）

（帰宅開始）
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３日間

屋
外
滞
留
者

出張先・ホテル

駅・集客施設

地震発生後の避難の考え方（帰宅困難者）



組織・行動心理が社会やマスコミから批判に至るまでの分析枠組み

危機発生時に陥りがちな
組織・行動心理

正常性バイアス

ＭＵＭ効果

証言や記憶の誤り

グループシンク

認知的不協和

認知的複雑性

倫理意識と行動倫理

「気」の影響

初動が遅れる

正しい情報が
組織内で流通しない

誠実で倫理的な
意思決定ができない

・対応の遅さ・不誠実さ
・隠ぺい体質
・社会認識とのズレ

この作用で起きる可能性が
ある現象（広報的リスク）

この現象によって与える
可能性がある印象

出典：組織風土にアプローチする危機管理広報
日本広報学会「広報研究」第19号 2016.11.9

人々の置かれた状態・心理は様々

2018.12.12 中央防災会議作業部会



車の走行データから通行可能な道路
地図を描くことができれば救援や避
難ルートを選定できる。

どこで人が取り残されているか知
ることができれば、救援活動のエ
リアを決めることができる。

ツイッター情報 カーナビ情報 携帯電話（ＧＰＳ）情報

１．ビッグデータから災害情報を整理する動き

ツイッターを詳細に分析できれ
ば、避難所ごとに食料や毛布な
どの支援物資のニーズを捉える

ICTを活用した災害対応の動き

統合災害情報システム(DiMAPS)

２．各省庁、自治体、関係機関の情報の集約化、提供の動き

SIP4D 府省庁連携防災情報共有システム

災害情報集約チーム

http://www.mlit.go.jp/index.html


自助 共助 公助

おわりに
災害は必ず来る！
普段からの積み重ねが原点！

（訓練していないことは、できない！）

予期し、対応は臨機応変に！

（予期の通りに、モノゴトは進まない！）



ICTを活用した災害情報収集の一例



ICTを活用した災害情報収集の一例



ICTを活用した災害情報収集の一例



自分事として捉えることの重要さ

他人ごと → 優先順位が低下 ＝ 準備をしない

例） オリンピック

交通、テロ ････では今まではどうなの？

⇒ 日本海溝型地震の脅威も言われている今、しかかりと備える。

普代村＝リーダーの判断

職場、地域の特性を考慮する

国や自治体は、一般的なことを示す

→ 場合によっては役に立たない



● 「終わりなきに日常を生きろ」(1995) 社会学者 宮台真司
による平成初期の言葉

オウム､大震災、その時は慌てるが、すぐに日常に戻る。日常
の強度が変わらない。

最後に、想定外と言われますが、想定内であればリスク管理での対応です。
想定外だからこそ、あるいは準備不足、物理的に無理だからクライシス対応なのです。
日本語に訳せば「危機管理」ですが、リスクとクライシスは違うのです。
経済・金融だって予測できない。

高齢者の在宅での看護が推進。
外国人の増加など、避難行動に対しては地域の支援がなければできない状況。
一方で、中学生、高校生などの若者の積極的な行動が、避難行動や避難所の活動を支える。
常に変化する社会環境の変化と災害対応には、現状の認識と柔軟な対応が必要。



対処にあたってまず決めること

警 察 人命救助、治安維持、行方不明者捜索

消 防 消防、人命救助、救命

自 衛 隊
人命救助、救命、行方不明者捜索
生活支援

都
総合調整、救急救命、帰宅困難者
応急復旧

区 市 町 村 避難所運営、り災者対応、帰宅困難者

事 業 者 等 BCP、帰宅困難者、被災地（者）支援

人命救助 生活支援 復旧・復興業務の要領

組織の編成
（変更）

対処の実施

（例） DSRTT：検知・検索・救助・救護・搬送



ＩＯＣが求めるリスクマネジメントの進め方

国際規格を参照しながら平時のリスク管理と緊急時の危機管理をバランスよく推進

リスクの洗い出し

リ ス ク の 評 価

リスクの優先順位付け

リスクマネジメント目標の設定

リスクマネジメントプログラムの策定

モニタリング

危機対応組織の構築

情 報 管 理

復 旧 活 動

危 機 発 生

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（狭

義
）

危

機
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理
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（広

義
）
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企業の危機管理と事業継続計画

38

⚫危機管理 (ERM）： Enterprise Risk Management
✓ 企業を取り巻く様々なリスクに対応し管理すること

✓ 大災害等への対応では災害被害を最小化する「企業防災」の観点
からのアプローチと企業活動の継続や早期復旧を目指す「事業継
続」の観点からのアプローチが取られる

⚫企業防災（DP）： Disaster Prevention
✓ 大災害等に際して消防・避難訓練、ヘルメット、救急具、医薬品など

の配置、重量物の固定化などを事前に行っておき「人の安全確保」
や「資産の保護」などを目的とするもの。従来から企業が行ってきた
災害対策の柱

⚫事業継続計画（BCP）： Business Continuity Plan
✓ 大災害等に際して緊急時の指揮命令系統の整備（本部の設置、本

部要員の指定や呼集基準、指揮権限者の指定等）、システムのバッ
クアップ、代替オフィスや代替要員の指定、非常時通信や備蓄品の
準備、安否確認、マニュアル等を事前に準備し、重要な業務を継続
し、または業務が中断した場合であっても、できる限り短い期間で再
開して「企業活動の継続を目的」とするもの
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○ 企業での備え

１ 備蓄の確保
施設の安全を確認した上で、従業員等を事業所内に
留まらせる
３日分の水や食料を備蓄

２ 建物の耐震化や家具類の転倒防止
従業員が事業所内に安全に待機できるよう、建物の
耐震化やオフィス家具類の転倒・落下・移動防止、ガラス
の飛散防止に努める

３ 帰宅の方針
大規模な地震発生時の従業員等の待機及び帰宅の方針を
あらかじめ定め、従業員等に周知
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○ 企業での備え

４ 安否確認
事業所と従業員間の安否確認方法をあらかじめ定める
従業員とその家族間においても複数の安否確認手段を
確認し、当該手段を利用するよう周知



41

○ 企業での備え

５ 訓練
訓練を定期的に行い、必要に応じて対策を見直す

６ 地域との連携
区市町村や自主防災組織等と首都直下地震等大規模な
地震発生時の対応を事前に決めておくなど、日頃からの
連携に努める

７ 利用者保護
大規模な集客施設やターミナル駅等においては、区市町村や関

係機関等と連携し、利用者を保護するため適切な待機や誘導に努め
る。


